
・請求事務について

1

神奈川県・川崎市の支払システム概要図

全国標準システム

川崎市
市内事業者

神奈川県

請求情報（地域生活支援事業、
市単独加算）

請求情報（介護給付費等）

審査結果

審査結果

事業者情報
登録（県域）

事業者情報登録
（伝送通信ソフト）

支給決定情報
＜伝送通信ソフト＞

支給決定情報
（地域生活支援
事業、市単加算）

承認用データ表示・
審査承認

承認用データ表示・
審査承認

請求（承認）リスト配信

基準額登録

VPN

請求情報連携

VPN

インターネット

かながわシステム

事業所等登録システム
（かながわシステム事業者等登録システム部分）

（神奈川県国民健康保険団体連合会）

介護給付費等支払システム

インターネット

基準額登録

光回線

VPN

指定申請・変更届出・加算届出

VPN

標準システム連携データ（ＩＦに準拠した事業者情報ＣＳＶ）

事業者情報登録

事業者情報提供シ
ステム（障害福祉
サービスかながわ）

ＷＡＭ－ＮＥＴ
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請求状況（金額）
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○請求明細エラーコード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１

基本情報が重複しています。

同一月の請求情報に、受給者番号・提供
月が同一のデータが複数ある

後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信したデータ
を取り下げてから送信し直す。先に送信したデータが正しければ対処
する必要なし。

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受給者
番号・提供月・事業所番号の請求データ送
信している

期限までに過誤申立していれば対処する必要なし。していなければ、
過誤申立書を当課に送信する（毎月３日受付分まで当月請求時に処
理するため、仮点検で当該エラーが生じた場合は次月まで請求でき
ない）。

ＥＧ０８
障害支援区分認定有効期間外の受給者で
す ①既に支給決定が終了したサービスの請

求をしている、②受給者証が更新されてい
ない 利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給決定内

容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場合や支給期間が
終了している場合は所管区へ相談する。

ＥＧ１２
利用者負担上限月額有効期間外の受給者
です

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が存在し
ません

①誤って支給決定していないサービスの請
求をしている、②受給者証の処理が遅れて
いる

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間外の受
給者です

①既に支給決定が終了したサービスの請
求をしている、②受給者証が更新されてい
ない、③契約情報に終了したサービスの情
報が残っている

①②は上記と同様。③は、契約情報入力に、既に支給決定が終了し
たサービスの情報が残っている（契約終了日の入力がない）場合に
生じることがあるので、確認する。

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報が存在し
ません

①入力した受給者証番号や市町村番号が
誤っている、②受給者証の処理が遅く、国
保連に受給者情報が登録されていない

①利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給決定
内容と請求情報の差異を確認。市町村番号の誤りや受給者証番号
の桁数不足が多いので注意、②翌月請求までお待ちください。

ＥＥ２０
地域区分コードが事業所台帳と一致しませ
ん

年度替わりの際に、旧年度の地域区分や
単価でデータを作成している

平成２７年度まで毎年地域区分及び単価が変動するので、対象月の
ものを確認する。

ＥＥ２４
単位数単価が単位数表の単位数単価と一
致しません 5

○請求明細警告コード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＥ２６
請求サービスコードに対する契約情報が存
在しません

システムに契約情報の登録がされていない 契約内容について「基本情報」の「契約情報」に登録する。

ＰＰ１５
明細書のサービスに該当する実績記録票
がありません

①サービス提供実績記録票入力で実績記
録票の入力をしていない、②提供実績記録
票がエラーになっている

①提供内容について「請求情報入力」の「サービス提供実績記録票
入力」に登録する、②エラー要因を解明して修正する。

ＰＰ０４
サービス提供量、契約支給量の合計が決定
支給量を超過

利用者が提供を受けている同一サービス
の提供量又は契約量が、支給決定量を超
過している

複数事業所の利用の場合で自事業所の量が支給決定量を超過して
いない場合は、他事業所の量との合計が支給決定量を超過している
ので、受給者手帳を用いたり、連絡調整等を行うことで利用量を調整
する。

ＥＧ２７
サービス提供量が決定支給量を超えていま
す 利用者が提供を受けている同一サービス

の提供量又は契約量が、支給決定量を超
過している

最新の受給者証の内容を確認し、必要に応じて区役所又は計画相談
支援事業所等と調整する。

ＥＧ２８ 契約支給量が決定支給量を超えています 請求システムに入力している契約情報を修正する。

ＰＰ０３
合計算定時間数が実績記録票と明細書で
不一致

請求明細に入力してあるサービスコードを
時間換算した数と、サービス提供実績記録
票を時間換算した数が不一致

正しいサービス提供時間数を確認し、当該時間数に基づいた情報を
請求明細及び実績記録票に入力する。

ＥＮ０９
請求明細書のサービス提供量が契約支給
量を超えています

請求明細に入力してあるサービスコードを
時間換算した数又は日数が、契約情報で
入力した時間数又は日数を超過している

正しいサービス提供時間数又は日数を確認し、当該数に基づいた情
報を請求明細又は契約情報に入力する。

ＥG６１
該当サービスが支給決定有効期間外の契
約です

契約情報に入力している契約期間が、支給
決定期間をはみ出している

最新の受給者証内容にある当該サービスの支給決定期間を確認し、
その範囲内で契約情報の契約期間を入力する。
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○実績記録票エラーコード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＣ０１

基本情報が重複しています。

同一月の請求情報に、受給者番号・提供月
が同一のデータが複数ある

後から送信したデータを有効にしたいのならば、先に送信したデータ
を取り下げてから送信し直す。先に送信したデータが正しければ対処
する必要なし。

ＥＤ０１
既承認済みの請求データと同一の受給者
番号・提供月・事業所番号の請求データ送
信している

期限までに過誤申立していれば対処する必要なし。していなければ、
過誤申立書を当課に送信する（毎月３日受付分まで当月請求時に処
理するため、仮点検で当該エラーが生じた場合は次月まで請求でき
ない）。

ＰＰ１９
実績記録票に該当するサービスが明細書
にありません

①請求明細書がエラー（否決を含む）になっ
ている、②サービス提供実績記録票の様式
と請求明細書のサービスコードが異なる

①請求明細書のエラー要因を解明して修正する、②サービス提供実
績記録票の様式及び請求明細書のサービスコードを確認し、正しい
ものを用いる。

ＥＧ１３
該当サービスが支給決定有効期間外の受
給者です

①既に支給決定が終了したサービスの請
求をしている、②受給者証が更新されてい
ない、③契約情報に終了したサービスの情
報が残っている

①②は利用者等から最新の受給者証を収受して内容を見て、支給決
定内容と請求情報の差異を確認。内容に疑義がある場合や支給期
間が終了している場合は所管区へ相談する。③は、契約情報入力に、
既に支給決定が終了したサービスの情報が残っている（契約終了日
の入力がない）場合に生じることがあるので、確認する。

ＥＧ０２
受給者台帳に該当の受給者情報が存在し
ません

①市町村番号が誤っている、②受給者番号
が誤っている、③新規ケースで、各（地）区
の支給決定の情報が請求システムに登録
されていない

①②受給者証を確認する（市内転居で市町村番号が変わっている、
居住地特例のため住んでいる住所と所管区が異なる、受給者番号が
１０桁でない、等）、③翌月の請求期間までお待ちください。

ＥＧ０３
受給者台帳に該当する支給決定が存在しま
せん

①支給決定がないサービスの請求をしてい
る、②各（地）区の支給決定が遅れたため
に請求システムの情報が更新されていない

①最新の受給者証内容で、何のサービスが支給決定されているかを
確認する、②支給決定を行っている各（地）区に相談する。
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○実績記録票警告コード

コード メッセージ 原因 対応方法

ＥＧ４０
算定時間数が１回当たりの最大提供量を超
えています

支給決定に定めている１回あたりの支給量
を超過したサービス提供がある

最新の受給者証の内容を確認し、必要に応じて区役所又は計画相談
支援事業所等と調整する。

ＥＧ５０ 明細情報の日付が決定支給期間外です
入力した日付が、支給決定期間外の日付
である

サービス提供実績記録票及び最新の受給者証で期間を確認し、正し
い情報を入力する。

ＰＳ３０ 算定時間数の計算値が不正です
「開始時間」及び「終了時間」から算出され
た時間数が、「時間数」に入力された時間
数と異なる

通院等介助における中抜け時間等を除き、正しい時間数を算出して
入力する。

○市町村審査による返戻

メッセージ 原因 対応方法

サービス実績記録票（紙）の提出がありま
せん

実績記録票の写しの提出を行っていない 速やかに当課宛に書類を提出する。

実績記録票の同一日・時間に他事業所の
請求があります

複数人派遣決定がされていないが同一時間帯に複数人
または複数事業所のサービスを利用している

重複する事業所間で実際の提供時間等を確認し、正しい内容で請
求する（請求内容を修正する場合、実績記録票（紙）の内容が変わ
る場合は、改めて提出すること。

サービスコードの選択が正しくありません
居宅介護及び同行援護のいわゆる２時間ルールに沿って
請求していない場合、３０分サービス提供したのに１時間
未満のコードで請求している、等

正しい基準で請求を行う。

受給者台帳記載の利用者負担上限月額と
一致していません

請求情報にある利用者負担上限月額が受給者証記載の
額と異なる

最新の受給者証の内容を確認し、システムを修正する。

１回あたりの最大提供量を超過した請求
があります

受給者証に記載された１回あたりの支給量を超過した
サービス提供及び請求がある

身体介護及び身体介護を伴うサービスにおいて、緊急またはやむ
を得ない事情により延長した場合以外は認めない。超過した場合
は速やかに区役所に相談すること。

上限管理する必要があります
他事業所分を含めると、自己負担上限月額を超過する請
求がある

区役所に速やかに相談し、上限管理事業所を設定の上で再請求を
行う。
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○注意事項

内容 注意点 対応方法

転居時 転居先がこれまで居住していた区と異なる可能性がある
転居先の区役所で新たな受給者証を交付するので、確認されたい。
また、支給量が変わる場合や世帯分離による所得区分変更の場
合もあるので、注意すること。

期間更新 誕生月の翌月１日付で所得区分の見直しが行われる
所得区分を変更する場合があるので、注意すること（旧来の区分で
請求があった場合、返戻とする）。

移動介護
重度訪問介護で、移動介護加算を算定しているが、実績
記録票（データ）に移動介護に係る入力がない

実績記録票（紙）を確認するが、場合によっては返戻対象とするの
で、漏れがないように入力すること。

初回加算の算定 算定対象月でない月に提供できない

算定は、初回若しくは初回のサービス提供を行った日の属する月
が原則。また、過去に同一事業所で利用があった場合でも、暦月で
２月以上提供がなければ算定対象である（例：最後の提供が１０月
２０日で、次の利用が１月１日なら可、１２月２０日は不可）。

支給量の調整
月途中で急遽サービス量が増加するような場合、速やか
に区に相談すること

申請・支給決定があってサービス利用できる仕組みである。事後に
支給量を増やしたい、サービスを追加したい、といった相談は原則
認められないので、利用状況に変更がありそうなときは速やかに区
又は相談支援事業所に相談する。

○よくある質問

内容 回答

請求で、警告コードが表示されているが承認された場合、再請求を行
う必要があるか。
請求がエラーや否決で通らなかった分は、再請求を行う必要があるか
。

承認された分は必要なし。承認された請求情報が誤っている場合に限り、過誤再請求を行うこと。
承認されなかった分は、再請求する必要がある（過誤申立の必要無し）。直近サービス提供月の請
求データと併せて送信すること。

当月１０日までに送信した請求情報の取下はどの様に行えばよいか。 当月２０日までに、「障害者自立支援給付費等過誤申立書・請求取下依頼書」に必要情報を記載し、
ＦＡＸで当課宛に送付する。なお、用紙の「請求取下」を丸で囲み、送信すること。

通院時の院内での算定時間の考え方は。 原則、受付・会計・薬の受け取り等に要する時間について３０分以内で算定してよい（要した時間の
み算定するので、全員が３０分算定できるという意味ではない）。単なる待ち時間や治療・診療時間
は算定不可。なお、利用者の状況に応じて身体介護が必要な場合は、個別に判断を行うため、区
担当に相談されたい。

重度訪問介護の移動介護について、報酬算定は３時間以上がすべて
１つのサービスコードでまとめられているが、サービス提供量について
も３時間と考えてよいか。

不可。実際に提供した時間数で考える。
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エラー（警告）発生時の対処法①

エラー（警告）内容を確認し、当該エラー（警告）が発生し
ている箇所を確認

サービス提供年月 市町村番号 受給者証番 
様式※
レコード

項目名称 項目値
エラー
コード

エラー内容

平成26年９月 141317 0000012345
Ｊ12
契約

契約支給量 01000 ＥＧ２８
※資格：契約支給量が決定支給量を超えて
います

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

市町村番号、受給者証
番号を再度確認
⇒受給者証（一）ページ

当該エラー（警告）は
明細、実績等のどこ
に発生しているのか
確認

どの項目にどのようなエラー（警告）が発生しているの
かを確認
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エラー（警告）発生時の対処法②

算定要件の再確認

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
（「報酬告示」平成18年９月29日厚生労働省告示第523号）

及び

○障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するた
めの法律に基づく指定障害福祉サービス等及び基準該当
障害福祉サービスに要する費用の額の算定に関する基準
等の制定に伴う実施上の留意事項について（「留意事項通
知」平成18年10月31日障発第1031001号）
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エラー（警告）発生時の対処法③

〇厚生労働省発出のＱ＆Ａ

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害福祉サービス等

＞障害福祉サービス等に関するＱ＆Ａ

〇サービスコード表

⇒厚生労働省ＨＰ＞政策について＞分野別の政策一覧

＞福祉・介護＞障害福祉＞障害者自立支援給付支払

等システム関係資料＞報酬算定構造・サービスコード

表等
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エラー（警告）発生時の対処法④

〇全国標準システムの入力方法等がわからない

⇒国民健康保険団体連合会ヘルプデスク

E-mail mail@e-seikyuu-help.jp
TEL ０３－５９１１－１５５９ FAX ０３－５９１１－１５９９

〇支給決定内容についてわからない

⇒川崎市障害計画課

13

・申立期限：過誤再請求する月の３日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

・一度過誤した月を再度過誤する場合、過誤申立書の請求年月は直近に再請求した月
を記載（初回の請求年月を記載しないこと）。

・同一の事業所・利用者・利用月について、複数のサービス（例：居宅介護と同行援護）
を提供している場合、１つのサービスを過誤したら他のサービスもすべて過誤するので、
過誤対象のサービスのみ再請求しないこと。

・介護保険または地域生活支援事業の事業所番号を記載しないこと。

・大量に過誤する案件がある場合には、事前に当課に連絡すること。

・記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわ「書式ライブラリ」 「３．川崎市か
らのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」 に２０１４年４月５日付けで掲載している
「過誤申立書（２６年０４月以降版）」を参照のこと。

過誤申立時の注意点

どちらかにチェックしてください。
□ 全国システムの請求を過誤
（かながわシステムも過誤になります）
□ かながわシステムの請求のみ過誤

過誤申立書（川崎市版）の表記について

14



請求取下について

・請求取下とは、当月の請求（未承認）を取り消すこと

・過誤申立と請求取下は用紙を分けて作成する

・申立期限：請求取下する月の２０日必着（ＦＡＸ。原本は提出の必要無し）。

・同一の事業所・利用者・利用月について、複数のサービス（例：居宅介護と同行援護）を提

供している場合、１つのサービスを過誤したら他のサービスもすべて取下処理するので、次

月に請求する際は取下対象のサービスのみ再請求しないこと。

・記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわ「書式ライブラリ」 「３．川崎市か

らのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」 に２０１４年４月５日付けで掲載している

「過誤申立書（２６年０４月以降版）」を参照のこと。

15

・提出期限：サービス提供した翌月の１１日（土日等の場合は翌開庁日）必着

・請求の根拠となる重要な書類であり、請求情報においては本紙を正として取扱う

・写しを提出すること（原本は他の請求書類等と併せて５年間保存する）

・提供月（票の上欄外）、日付、曜日、提供時間等が誤っていることがあるので、複数
の事業所を利用される方の場合は特に注意すること。

・本市以外の自治体が発行する受給者証を持つ利用者のサービス提供実績記録票
は、本市へ送付不要

・サービス別に分けず、１つの事業所でまとめて受給者番号順に並べること
（月遅れ分の場合は、当該月の一式と別にしてください）。

・記載方法の詳細は、障害福祉情報サービスかながわの「書式ライブラリ」 「３．川
崎市からのお知らせ」 「１．川崎市からのお知らせ」に２０１４年６月１９日付けで掲載
している「サービス提供実績記録票について」を参照のこと。

サービス実績記録票の注意点

16



支給決定の流れ

17

相談：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション、障害

者相談支援センターへ制度利用について相談

利用申請：本人から各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーション

へ利用に係る申請書を提出

サービス等利用計画案の提出依頼：各区保健福祉センター又は各地区健

康福祉ステーションから本人へ計画案の提出を依頼

サービス等利用計画案の作成依頼：本人から障害者相談支援センター、指

定特定相談支援事業者へ計画案の作成を依頼

障害福祉サービス利用のための手続

18



障害支援区分認定調査、アセスメントの実施：各区保健福祉センター、各地

区健康福祉ステーション、障害者相談支援センターが本人宅を訪問し、

聞き取り調査を実施。併せて医師より意見書を徴収

一次判定：聞き取り調査及び医師意見書を基にコンピュータで判定を実施

障害支援区分認定審査会：一次判定の結果を基に専門家による審査会を

開催し、区分を決定

サービス等利用計画案の作成：審査会の結果を受けて、指定特定相談支

援事業者が利用者の意向を汲み取りつつ計画を作成。必要に応じてカ

ンファレンスを実施し、どのようなサービスを利用するのが適しているか

検討

19

支給決定（受給者証交付）：審査会の結果及びサービス利用計画案を受け

て、各区保健福祉センター、各地区健康福祉ステーションがサービス内

容、支給量、支給期間等を決定、本人に受給者証等を交付

サービス担当者会議：利用者の計画の内容及び本人の状況を共有

サービス等利用計画の提出：障害者相談支援センター、指定特定相談支援

事業者が、支給決定に基づく利用計画を作成し、各区保健福祉センター、

各地区健康福祉ステーション、市役所へ提出

契約：利用者とサービス事業者がサービス提供に係る契約を締結

サービスの利用：契約内容に基づき、サービス事業者から利用者がサービ
スの提供を受ける

利用者負担額の支払い：本人から利用者負担額を事業者に支払う

20



受給者手帳（例）

表紙 内容

21

その他
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重度訪問介護の対象者拡大
障害保健福祉関係主管課長会議資料（平成２６年 ３月 ７日）抜粋

１ ３訪問系サービスについて
（１）重度訪問介護の対象拡大について
②行動障害を有する者に対する重度訪問介護の支給決定について
行動障害を有する者に対する重度訪問介護の支給決定に際しては、行動障害に専門性を有する
行動援護事業者等によるアセスメントを踏まえて障害特性や環境調整の必要性などが盛り込まれ
たサービス等利用計画が作成されていることが必要であり、そのために相談支援事業者を中心とし
た連携の下で、サービス担当者会議等において支援方法等を共有していただく必要があるので、そ
の旨管内市町村及び相談支援事業者に周知いただきたい。（関連資料①）
また、行動障害を有する者に対する重度訪問介護の報酬算定に当たっては、上記の取扱いを経
た上で重度訪問介護を行った場合に所定単位数を算定できる扱いとするので、ご留意願いたい。
アセスメントの基本的な考え方については、関連資料②に示すとおりであるが、平成25 年度障害
者総合福祉推進事業（実施団体：独立行政法人国立重度障害者総合施設のぞみの園）において作
成された研修テキスト（近日中にのぞみの園のホームページに掲載予定）の中で標準的なアセスメ
ント例が示されているところであるのでご活用願いたい。（関連資料③）
なお、アセスメントの基本的な考え方をお示しした通知を別途発出する予定であるので、ご了知願
いたい。

③重度訪問介護の対象拡大に伴う行動援護の利用について
行動障害を有する者が重度訪問介護を利用するに当たっては、行動援護事業者等によるアセスメ
ントや環境調整を経る必要がある。
行動援護については、従来は外出時の支援を基本としていたところであるが、上記のアセスメント
等のために必要であることがサービス等利用計画などから確認できる場合には、必要な期間内に
おいて、居宅内での行動援護の利用を可能とする取扱いとすることとしているので、このような支給
決定が円滑に行われるよう、ご配慮願いたい。 23

関連資料①



関連資料②

関連資料③



○地域区分について

地域区分（地域単価）については、平成２７年度で見直しが完了し、

区分： ４級地 ３級地

単価： １０．６９円 １０．７２円

になる予定。平成２７年５月請求時に簡易入力システム等の取り扱いに注意
されたい。

○各種様式について

・過誤申立書

・ＦＡＸ質問票

・実績記録票

等の様式・記載例は、障害福祉情報サービスかながわの、「書式ライブラリ」
「３．川崎市からのお知らせ」 「川崎市からのお知らせ」に掲載している。
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